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一 関 市



当市は、岩手・宮城内陸地震、東日本大震災という二度の大きな災害に見舞

われましたが、その復旧・復興に向け市民一丸となり懸命に取り組んできたと

ころであります。 

一方で、東京電力福島第一原子力発電所事故による放射性物質の被害を受け、

健康不安や農林産物等の被害への対策や除染を最優先の課題として取り組ん

でいかなければならない状況に置かれております。 

このような中で、地域の宝である「平泉の文化遺産」が世界遺産に登録され

たところであり、また、国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現が大震災から

の復旧・復興への希望の光となるとともに、地域の活性化にも大きく寄与する

ものと確信しているところであります。 

当市においても、雇用の確保や少子高齢化、地域医療の確保などの課題に直

面しており、また、財政的にも厳しい状況でありますが、東日本大震災からの

復旧・復興をはじめ、重点施策を着実に展開し、「中東北」の拠点都市一関の

形成に引き続き取り組んで参りますので、県におかれましても、当市の課題解

決に向け、積極的なご支援・ご協力を賜りますよう要望します。 

 

 

 

 

 

 

平成25 年８月５日 

岩 手 県 知 事  達 増 拓 也 様 

一関市議会議長  菅 原 啓 祐  

一 関 市 長  勝 部   修  
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1 
 

１ 国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現について 

 

 国際リニアコライダー（ＩＬＣ）が、当市を含む南部北上高地に

実現されるよう要望してきたところであります。 

この地に国際プロジェクトを実現させることは、世界に向けて東

北が飛躍する絶好のチャンスであることのみならず、東日本大震災

からの復興のシンボルとなるものと確信しております。 

ついては、国に対し、研究者の評価を基に速やかに建設場所を決

定し、国内誘致を表明するとともに、国家プロジェクトとしてオー

ルジャパンの体制を築くよう働きかけることについて要望します。 

また、東北全体の広域的な連携を図るとともに、ＩＬＣの受け入

れに向けた取り組みを進めるよう要望します。 

 

資料集：P1～P2 
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２ 東京電力福島第一原子力発電所事故による放射性物質汚染

について 

 

２－１ 放射性物質により汚染された農林産物対策について  

東京電力福島第一原子力発電所事故に起因した放射性物質は、農

林業に甚大な被害を与えており、特にも生産中止を余儀なくされた

原木しいたけ生産者は、生産再開の展望が描けず、生産を断念せざ

るを得ない状況に置かれ、まさに岩手県内屈指のしいたけ産地は崩

壊の危機に直面しています。 

また、稲わら、牧草、堆肥、ほだ木等の早急に処分すべき農林業

系汚染廃棄物を大量に抱え、その保管と処理に苦慮しており、この

状態が続けば農林業のみならず、市民生活にも深刻な影響を及ぼし

かねない状況となっております。 

さらに、山菜や野生きのこ類の出荷制限などにより、主力となる

商品が販売できない産地直売関係者も、大きな打撃を受けておりま

す。 

ついては、一日も早く原子力発電所事故前の正常な状況下での生

産・流通に取り組めるよう、次の事項について迅速かつ万全の措置

を講じるとともに、国並びに東京電力に対し働きかけるよう要望し

ます。 
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記 

１ 原木しいたけ産地再生への支援 

 （1）原木しいたけ産地としての再生と経営再建に向けた助成制度

の予算確保、要件緩和及び新規県単独事業の創設 

  （2）安全な原木しいたけの栽培管理に必要となる新たな資材等の

購入に対する支援 

 （3）来年度の植菌に向けた、汚染されていない原木の確保のため

の検査や指導の充実 

２ 農林業系汚染廃棄物の早期処理への支援 

 （1）汚染された稲わら及び堆肥などの農林業系汚染廃棄物の 終

処分に向けた具体策の提示及び一時保管への全面的な支援 

 （2）販売できない乾しいたけ、一時保管されているほだ木及びほ

だ場から除去される落葉層の適切な処分方法に関する指導・支

援 

 （3）葉たばこ耕作者が保有する木の葉堆肥の検査の実施並びに適

切な一時保管及び処分方法に関する指導・支援 

（4）放射性物質濃度が 1キログラム当り 8,000 ベクレル以下の農

林業系汚染廃棄物に係る指定廃棄物と同様の処理方法や費用負

担による対策の実施 
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３ 牧草地の除染による再生促進 

 （1）作業体制の強化による牧草地再生対策事業の加速化及び耕起

不能地への対策の実施 

４ 山菜等の検査及び出荷制限の解除等 

 （1）山菜やきのこ類などに係る出荷者の意向を踏まえた検査の実

施及び出荷制限・自粛区域の設定並びに計画的な解除の実施 

 （2）山菜類への放射性物質の移行(吸収)メカニズムに関する研究

を実施するなど科学的知見の情報提供 

 （3）出荷制限等品目の関係者を対象とした解除スキームの説明会

の開催及び住民への周知 

 （4）産地直売関係者や消費者との食品の安全に関する情報の共有

による風評被害の防止及び販売支援 

５ 東京電力による損害賠償の迅速化 

（1）風評被害を含めた損害賠償請求を産地直売関係者などが迅速

かつ万全に行うための現地相談員の配置 

 （2）未払いとなっている行政請求分の早期支払い 

（3）損害賠償請求に要した事務経費の賠償対象経費への追加 

資料集：P3～P6 
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集：P11 

した

、多

あり

対し

、市

騰及

が多

わる



 

５ 

 

 中

中小

制度

 し

地域

外と

 一

から

望が

つ

る補

 

中小企

中小企業等

小企業等グ

度として今

しかしなが

域が津波浸

となったと

一方で、東

らは、震災

があるとこ

ついては、

補助制度の

業等グル

等グループ

グループの

今後も拡充

がら、平成

浸水地域に

ところであ

東日本大震

災からの復

ころです。

当市を補

の復活を要

被災当時 

 

ループ補助

プ補助金

の施設・

充が望まれ

成 25 年度

に限定さ

あります。

震災によ

復興のた

 

補助対象

要望します
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助金の復

金について

設備の復

れるとこ

度から補助

れ、当市

。 

る被害が

めに、当

象地域とし

す。 

復活につい

ては、東日

復旧を支援

ろであり

助対象が変

市を含む内

が大きかっ

当該補助金

し、補助金

いて 

日本大震災

援する大変

ます。 

変更とな

内陸部の被

った当市の

金を活用し

金遡及適用

資

復旧後 

 

災で被災

変有効な補

り、補助対

被災地は対

の中小企業

したいと

用が可能

資料集：P12

した

補助

対象

対象

業者

の要

とな
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６ 両磐保健医療圏内の地域医療体制の充実について 
 

県立磐井、千厩、大東、南光の各病院は、地域医療の中心的役割

を担っておりますが、医師不足が深刻化し、地域住民の生命と健康

を守る上で適正な医療の確保が著しく困難な状況にあります。 

ついては、次のとおり県立病院医療体制の充実について特段の措

置を講じるよう要望します。 

記 

１ 県立磐井病院 

（1）耳鼻いんこう科、呼吸器科及び眼科への常勤医師の配置 

（2）小児科及び産婦人科への常勤医師の増員 

２ 県立千厩病院 

（1）内科及び泌尿器科への常勤医師の増員 

（2）整形外科及び小児科への常勤医師の配置 

（3）リハビリテーション機能集約化に対する理学療法士及び作業

療法士の増員 

（4）人工透析施設・設備の早期拡充 

３ 県立大東病院 

（1）内科への常勤医師の増員 

（2）外科及び整形外科への常勤医師の配置 



 

４

 

 

 

 

 

（3）入院

４ 県立南

（1）精神

県立

院機能再開

南光病院 

神科への常

立磐井病院 

県立大東

開に向けた

常勤医師の

 

県立南光

東病院 

14 

た看護師増

の増員 

光病院 

増員等の体体制整備 

資料集

県立千

集：P13 

千厩病院 
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７ 地デジ県内放送の完全視聴等について 

 

当市では、地上デジタル放送完全移行に際し、国等による施策を

活用し、中継所の整備、共同受信施設の新設などの対策を講じて参

りましたが、受信困難な地域全ての解消には至らず、相当数の世帯

が暫定措置として衛星放送での視聴を余儀なくされております。 

そのような中、国の支援対策が平成 26 年度で終了する見通しが示

され、多くの受信困難地域が残ることが想定されます。 

また、市内の各テレビ共同受信組合の保有する施設においては、

回線設備などの老朽化が進む一方、施設の改修経費が高額であり、

容易に事業実施ができない状況となっております。 

ついては、次の事項について国に対し働きかけるとともに、財政

支援制度を創設するよう要望します。 

記 

１ 受信困難地域に対する高性能アンテナ及びギャップフィラー整

備による恒久的な難視聴対策の継続 

２ 恒久対策完了までの間の衛星放送による暫定措置の継続 

３ テレビ共同受信組合にかかる施設改修費及び施設維持管理費に

対する国、県による財政支援制度の創設 

 資料集：P14～P16 
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８ 一級河川の河川改修事業の促進について 

 

 近年、局地的集中豪雨が多発し、急激な水位の上昇による浸水被

害の危険性が非常に高くなっております。 

 また、岩手・宮城内陸地震、東日本大震災の経験から、県境を越

えた防災連携の重要性は非常に高くなっており、過去の災害記録等

を基に、災害危険箇所の把握を進め、効果的な防災体制を整えてい

くことが必要となっております。 

 特に、遊水地等国直轄管理区間については、国が治水対策を進め

ておりますが、県管理河川等の堤防の嵩上げや、排水機場の整備・

改修などは、国の進捗状況に併せた計画的な整備が極めて重要であ

ります。 

ついては、市民の生命と財産を守り、浸水被害のない、安全安心

で災害に強いまちづくりを進めるため、次の事項について早期に取

り組むよう要望します。 

             記 

１ 北上川狭隘部の治水対策に併せた金流
きんりゅう

川の治水対策の事業化 

２ 黄海
き の み

川堤防の改修 

３ 滝沢
たきざわ

川排水機場の整備 

４ 夏
なつ

川改修事業の県営ほ場整備事業に併せた事業促進  

資料集：P17～P22 



 

 

 

金流川：冠

黄海川

冠水した北上

川：冠水した

上川との合流

た川口沖地区

 

流地点付近

区の水田 
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近 

黄

金流川：

黄海川：堤防

冠水した小

防が薄く低い

小沼地区の水

いため入っ

水田 

た亀裂 



 

９ 

 

当

あり

現

回復

また

つ

復興

ける

 

緊急雇用

当市の平成

り、今年度

現在、一関

復してきて

た、求人も

ついては、

興を図るた

るよう要望

就職

用創出事業

成24年度

度も約 20

関管内の有

てはいる

も安定して

求職者の

ため、緊急

望します。

職ガイダンス

業の継続に

度の緊急雇

0 人の雇用

有効求人

ものの、

ている状況

の雇用の創

急雇用創

 

 

ス 
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について

雇用創出事

用が見込

人倍率につ

県内の他

況にはな

創出と、東

出事業の

   

事業におけ

まれてお

ついては、

他管内と比

いところ

東日本大震

の継続につ

コ

オペレ

ける雇用者

おります。

復興需要

比べ低い水

ろでありま

震災から

ついて国に

コールセンタ

レーターの養

資料集

者は 572人

 

要に支え

水準であ

ます。 

の早期復

に対し働

ター 

養成事業 

集：P23 

人で

られ

り、

復旧・

きか



 

10 

 

骨

「平

（拡

県

て、

した

つ

に向

 

骨寺村荘

骨寺村荘園

平泉－仏国

拡張）が世

県と関係市

平泉文化

たところで

ついては、

向け、調査

荘園遺跡

園遺跡を含

国土（浄土

世界遺産暫

市町では世

化及び個別

であります

骨寺村荘

査研究の支

発掘調査

跡の世界遺

含む５資産

土）を表す

暫定一覧表

世界遺産暫

別資産の調

す。 

荘園遺跡の

支援を要望

査 

19 

遺産への

産の拡張

す建築・

表に記載

暫定一覧

調査研究

の世界遺

望します

の拡張登録

張登録に向

庭園及び

載されまし

表記載後

究の集中的

遺産への拡

す。 

録につい

向け、平成

び考古学的

した。 

後の取り組

的な実施を

拡張登録の

骨寺村荘園

資料

て 

成 24 年９月

的遺跡群－

組み方針と

を申し合わ

の着実な進

園遺跡 

料集：P24～

月に

－」

とし

わせ

進展

～P25 


